




































































































































































































































































































































































































































































































































































































ック・コメント手続導入で求められる税制論議の将来」税理42巻 9 号 2頁以下
















































として制定すべく通常の APA 手続を実施している（IRC §7805 (e)）（CAMILLA E.






Asimow, Public Participation in the Adoption of Temporary Tax Regulations, 44 TAX













と の 見 解 が 掲 載 さ れ て い る。（http: //ameblo. jp/yo-matsushima/entry-
11234607282.html、平成24年 9 月 7 日訪問。なお、かかる問題については、「節税












































（39）第162回国会総務委員会第18号（平成17年 6 月 9 日）における同大臣の発言参照。
なお、藤井昭夫総務省行政管理局長（当時）は、同委員会において、国会公務員法
等の法令遵守義務の枠組みの中で行政機関の長による指揮監督の中で適正に法律を
執行していくという観点から、意見公募手続等違反に対する特別の罰則は設けない
旨の発言をしている。
（40）がん保険パブコメには75件、通則法パブコメには142件の意見が提出されている。
なお、「金融商品取引法制に関する政令案・内閣府令案等」のパブコメに対しては、
309の個人・団体から延べ約 4千件の意見が提出されている。そして、提出意見に
対する金融庁の回答は、「金融商品取引法の施行に伴い導入される『四半期報告制
租税法領域におけるパブリック・コメント制度（意見公募手続制度）の意義と展望（泉） 45
度』、『内部統制報告制度』及び『確認書制度』の実施等に関する内閣府令案」のパ
ブコメに対する提出意見への回答も含めて、実に709頁にも及んでおり、回答内容
も丁寧で、少なくとも前記所得税基本通達36・37共-20の一部改正に関するパブコ
メやがん保険パブコメに対する回答に比して、提出意見と真摯に向き合っている印
象を受ける（この点については、榎本亮ほか「座談会 金商法政令・内閣府令パブ
リックコメントを読み解く（上）（下）」金法1816号 8頁以下、1817号18頁以下
（2007年）参照）。
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